
 

 

 

 

最近の不正アクセスによる個人データの漏えい等の傾向 
 

 

 
➢ 不正アクセスにより、漏えい等した本人数別の報告件数は以下のとおり。 
➢ 令和８年４月１日から 10月 16日までに、漏えい等した延べ本人数は約２億 6,000万人である。 

（件数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）個人情報取扱事業者1から、個人データに係る報告対象事態2として、個人情報保護委員会に直接報告されたものを計上している。委任先省
庁を経由したもの（金融業、電気通信業等）及び行政機関等からの保有個人情報の漏えい等の報告は含まれない。 

（注２）速報時点のものを計上しているため、確報提出等の時点で、報告件数や漏えい等した本人数が変動する可能性がある。 

 
1 漏えい等報告は、漏えい等が発生し、又は発生したおそれがある個人データを取り扱う個人情報取扱事業者が行うことと定められている。個人データの取扱いを委託している場合は、同一の事象につ

いて、委託先と委託元の双方が報告をしている場合がある。 
2 個人情報に係る報告対象事態とは、個人情報の保護に関する法律施行規則（平成 28年個人情報保護委員会規則第３号）第７条に掲げる事態である。 
 

速報受付月 
不正アクセスによる 

報告件数 

漏えい等した本人数別の報告件数 

10万人以下 
10万人超 

100万人以下 
100万人超 

1,000万人以下 
1,000万人超 不明 

令和８年４月 166 151 4 6 0 5 

５月 163 149 3 0 0 11 

６月 185 162 7 1 0 15 

７月 212 197 3 2 0 10 

８月 235 205 10 4 1 15 

９月 303 229 12 4 1 57 

10月 
（10月 16日まで） 

830 588 23 18 4 197 

参考資料２ 


